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8　向青  『共产国际与中国革命关系论文集  』（上海人民出版社  1985年 ） p.6
9　久保　亨  土田哲夫　高田幸男　井上久士『現代中国の歴史』（東京大学出版会　2008年）p.52
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11　尚明轩　王学庄　陈崧编　 『孫中山生平事业追忆』    （人民出版社   1986年）  p.280





























































































































































































方との国境往来が自由であった。1920年までに満州へ移住した朝鮮人は 45万 9427人に達している 。しかし、
中国籍へ加入した帰化朝鮮人より、帰化していない非帰化朝鮮人の方が遥かに多く、朝鮮人総人数の約 86％
を占めていた 39 。これらの大勢の日本籍朝鮮人を込含め、非中国籍朝鮮人は間島に住んでいると同時に、中
国の東北政府に納税し、中国法権に服従しているのであった。現実には当時の中央政府（北京政府）の支配力
は辺境である間島には存在しなかった。従って、このような状況は琿春事件が発生した後、琿春事件に対する
外交処理の難しさが明らかになった。
　第二に、間島をめぐる日中関係は矛盾を重ねている。五・四運動後、全中国では反日運動が盛り上がってい
た。間島の「朝鮮墾民」の反日運動も激化していくにつれ、日本は既得権益を確保し続けられるのかを懸念し
ていた。そして日本は琿春事件後、「朝鮮墾民」に損害賠償しない理由は在華権での権威を確立することだっ
たと考えられる。日本が敢えて中国で権益を絶えず拡充していたのは、まず張作霖の奉天政府が日本に依存し
ていたため、借款問題および不平等条約が存在していたからであった。そして当時中国も法制不整備の状態だ
った。さらに、中国政府の国際地位が低下していたことも要因の一つであった。
　第三に、北京政府は弱体化していたものの、琿春事件において外交面で中央政府としてやはり大きな役割を
果たしたことは否定できない。まず、北京政府は琿春事件外交交渉について、日本政府に積極に解決しようと
取り組んでいった。これ以降、北京政府は 1920年以来の大きな変化を起こし、「反帝廃約」などの回権運動を
主張していた。琿春事件後の外交交渉において注目された「対華 21カ条要求」について、北京政府は 1919年
のパリ講和会議をはじめ、国際連盟に何度も廃止要求を提出した。1923年、中国は片方から「対華 21カ条要求」
が無効であると主張した 40。これらが以後の琿春事件に関する外交交渉に中国優位の立場を形成した。これで、
錯綜する政治的な地域である間島地方で如何に国籍と民族問題を解決するのかに関して、「間島協約」は唯一
の国際条約として参考になったと考えられる。
　第四に、1920年代の東アジアの国際関係は複雑であった。日本は東三省、および在華利益を絶えず拡大し
ていた。ソ連が指導しているコミンテルンの影響力は朝鮮、中国東三省を含み、全中国で速やかに拡散してい
た。軍閥混戦期の中国では、北京政府が積極的に回権運動をしていることと、東三省を支配している張作霖が
日本を依存し、利用していることとは明らかに対照的である。従って、このような紛争の国際情勢の下、琿春
事件が発生する必然性があったと考えられる。この国際情勢は琿春事件後交渉の過程、および結果に影響して
いた。同時に、日本と中国東北との関係は近代日中関係史の一環として、その重要な歴史地位と大きな意義を
存在している。
39　白栄勲　「『間島協約』と朝鮮人の『国籍』問題」（『東アジア研究』　大阪経済法科大学アジア研究所　第 34号　2002年）p.65
40　唐啓華『被“废除不平等条约”遮蔽的北洋修约史（1912－ 1928）』（社会科学文献出版社）p.154－ 173
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